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水道料金へのアプローチ
寺尾晃洋
I わが国における水道料金制度の現状と問題点
1 歴史的展開
まず歴史的には水道料金は， 1.定額料金 (flat-rate), 2.メークー料金
(meter-rate)〔＝従量料金）， 3.二部料金 (two-parttariff)という順に
登場してきた。口径別料金 (rateschedules based on the meter capacity 
ratios)はこの二部料金のことである。
定額料金は使用してもしなくても，間口 (frontage)あるいは栓数を尺度
として，いくらかきまった金額を徴収する料金制度である。費用は固定費と
変動費にわかれる。固定費とは使っても， 使わなくてもかかる費用であっ
て，減価償却費，支払利息，さらに人件費のほとんどがこれに入る。変動費
は使用に応じてかかる経費であって，水道では薬品費，動力費などが入る。
水道の場合はほとんどが固定費であるので，この定額料金は一定の合理性を
もっている。しかし使っても使わなくても料金を支払わねばならないので，
水の無駄な使用に導きやすい。ここから過大な施設が必要になり水は高くつ
く。
メークー料金はメークーによって使用水量を正確に計測し，使用水量に基
づいて料金を徴収する制度である。この長短はつぎのように要約される。①
メークーをつけると使用水量が3分の1,ないし 2分の1も減少する。この
ように省資源的な制度である。⑨各需要者は使用水量に比例して配賦された
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原価を負担するので，小口需要者は定額料金に比べて小さい負担ですむ。⑧
わかりやすい。しかし水道事業では独占を前提としてメークー料金は用途別
料金のかたちをとっており，負担力のちがった各種の用途あるいは需要種別
間に差別価格が設定されている。そこで①差別価格はいわゆる「価値主義」
に立脚しており，原価をどの用途にどれだけ負担させたらいいかといった客
観的な基準がない。したがって恣意的であるという批判が絶えない。③料金
基礎として見積った予想使用水量がたまたま不況などの影響で使用されない
ならば，使用水量に比例して原価を負担するしくみになっているメークー料
金の場合は，当然赤字が発生する。需要者が実際に使っても使わなくても原
価が回収されるしくみの定額料金に比べると，使用に応じて原価を回収する
メークー料金は経営的には不安定ということになる。もちろん見込み遮いす
るにしても予想していた使用水量以上に売れる場合には黒字になる。いずれ
にしても一喜一憂させられることになるが，最近の大口需要の減退傾向のな
かで経営的に不安定という点がつよく意識されだしている。しかし小口需要
者の負担が小さくてすむことは前述のように顕著なメリットである。
二部料金，言い換えれば口径別料金は，原価を固定費と変動費にわけ，原
則的に固定費を準備料金（あるいは基本料金）として，使用してもしなくて
も徴収し，変動費を従量料金（あるいは超過料金）として使用に応じて徴収
するしくみである。このように準備料金と従量料金を合わせたものという意
味で「二部料金」と言うのである。つぎに固定費が各需要者にいわばメーク
ーロ径の大きさ，実際には「流量比」ないし「断面積比」に従って割り振ら
れるのであるが，このことを「個別原価主義」と呼ぶ。したがっていまのベ
た意味におこる“二部料金”と‘‘個別原価主義”を合わせたものがいわゆる
二部料金，言い換えれば口径別料金である。このように各需要者ごとに準備
料金が計算され，それに従量料金が加算されて料金がきまる。なお，わが国
の硯実として従量料金には逓増制が加味されている。確かに二部料金は，①
定額料金やメークー料金とちがって原価が固定費と変動費にわけられている
点で費用理論上すぐれており，⑧料金の恣意的な決定を非難されることもな
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い，また③経営的安定の確保に役立つ。そもそも二部料金の準備料金部分は
いわば定額料金的発想であり，従量料金部分はメーター料金的発想であると
ころから，二部料金は一見理想的な料金制度のように見える。
ここから，地方公営企業年鑑によれば，わが国では口径別料金をとる事業
所数は1986年度では732事業，これに対し用途別料金をとる事業所数1,094事
(1) 
業，その他190事業となり， 1987年度では口径別料金746事業， 用途別料金
(2) 
1,098事業，その他189事業になった。口径別料金をとる事業所数は1968年度
から急増し，とくに1972年度から急テンボでふえ続けてきたのである。とく
に最近では口径料金をとる事業所数は料金値上げ，料金逓増制の緩和傾向と
ともに非常に拡大している。しかし反面検討すべき問題点があることも無視
できない。つぎにこの点について具体的にみてみよう。
2 二部料金の問題点
二部料金，すなわち口径別料金はメーター料金からむしろ定額料金的発想
へのあと戻りという側面をもち，経営的安定を優先し，小口需要者の負担を
重くする作用をもつ。この点を設例でもって説明しよう。
水道料金は①料金水準，③料金休系という二つの計算手続きからなってい
る。
＜料金水準＞料金の算定のためには， まず将来数年度にわたる計算期間
（最近では通常3年間）の予定収支を試算し，この間の原価の総計が料金算
定の基礎になる。これを「料金原価」と言う。料金原価はつぎのようにして
計算される。もちろんこれは計算期間における予想料金原価のことである。
料金原価＝費用合計ー料金収入以外の収益＊＋事業報醐＊＊
＊料金収入以外の収益とはたとえば，手数料・加入金・負担金などが入る。
＊＊事業報酬をたとえば自己資本の10％といったかたちで求める場合もあるが，累積
欠損金プラス資本的収支不足額マイナス減価償却費を計上する場合もある。後者
を積上げ方式と呼んでいる。
(1) 地方公営企業経営研究会編「地方公営企業年鑑」第34集， 1987年， 79ペー ジ。
(2) 同上，第35集， 1988年， 79ペー ジ。
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まず現行料金によって例えば 3年間の計算期間の間に収支がどうなるかを
予測する。収支には収益的収支と資本的収支があるが，表1, 表2のような
数字になったと仮定する。 なお前提として計算期間にもち越される累積欠損
表 1 収
給水収益（料金収入）
料金収入以外の収益
益
?
収 支
計算期間の合計（百万円）
863※※※ 
60** 
収
? ? ?
923 
??????????????
?
?
??
?
?
与 249 
118 
10 
150 
161※※ 
139 
120 
支
? ?
計 947* 
収 支
?
弓I △ 24 
表2
?
企業債
加入金・分担金
? ?
収 支
計算期間の合計（百万円）
゜67 
収
? ? ?
67 
施設整備事業費
配水管敷設等事業費
企業債償還金
その他
348 
52 
87 
16 
支
? ? ?
503 
収 支
?
弓l △ 436※ 
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金が2億2,000万円あり， また， 計算期間において企業債の新規の発行は認
められないものとし，自己資金でもって施設整備を実施することにする。さ
らに計算期間における有収水量は全部で600万m3とする。
ここから料金改定の基礎として必要な料金原価はつぎのように具休的に求
められる。
百万円 ＊百万円 ＊＊百万円 百万円 ※百万円 ※※百万円
1,383 = 947 - 60 + 221 + (436 - 161) 
料金原価費用合計料金収入累積欠損金資本的収支差引減価償却費
以外の収益
料金水準とはこの料金原価のことである。どのような料金体系をとろうと
も，この手続は避けることはできない。いまの場合値上げ率はつぎの式で求
められる。
百万円 ※※※百万円
(1,383 + 863 -1) X100=60.25% 
ただこの60.25形という大きな値上げ率は今日ではとうてい住民には受け
入れられないだろう。最近は20％台以下でないと議会では通らない。そこで
現実には収益的収支の予測が本当に正しいかどうか，資本的収支についても
施設整備を自己資金で全部まかなう方針がいいかどうか，さらに施設整備計
画や累積欠損金の解消テンボを遅らせることができないかどうかが問題にな
ってくる。
＜料金体系＞つぎに料金体系に移ろう。数字は単にモデルにすぎないの
で，ここでもさきの数字を基礎に計算する。まず原価を固定費と変動費に分
解するが，この分け方はどの項目を固定費にカウントするか，しかもどの程
度に固定費にカウントするかによって，実際は非常にちがった結果がでる。
ここでは表8のように分けることにする。 この場合料金原価13億8,300万円
は固定費12億5,500万円，変動費 1億2,800万円に分解される。
＜ケースA>
まずこうして振り分けられた固定費の全額を準備料金にあて，変動費の
みを従量料金にあてる場合を考える。このやり方は二部料金の考え方に最も
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表3 料金原価の固定費と変動費への分解 （百万円）
--------------]金 額 i固定費 1変動費 I
職員給与費 249 249 全額固定費
動 力 費 118 118 全額変動費
薬 品 費 10 10 I/ 
修 繕 費 150 150 全額固定費
減価償却費 161 161 I/ 
支 払 利 "自"ヽ 139 139 I/ 
その他費用 120 120 / 
計 I 947 1 819 I 128 | 
控 除 項 目 -60 -60 料金収入以外の収益
＇ I 
累積欠損金 221 221 
資マイ本ナ的ス収減価支償差却引費 275 275 
料 金 原 価 1,383 1,255 12s 1 
表4 準備料金への固定費の配賦（ケースA)
二径
メーター
理流 量(b)論比
口径別配賦率 固定費の配賦
設置(a件)数 (a) X (b) 1左の配分比 総 額 |1件の月額
mm 件 ％ 百万円l 円
13 49,860 1.00 49,860.00 8.69 109.059 2,187 
20 108,036 3.10 334,911.60 58.34 732.167 6,777 
25 15,228 5.58 84,972.24 14.80 185.740 12,197 
40 1,044 19.22 20,065.68 3.50 43.925 42,073 
50 756 34.56 26,127.36 4.55 57.103 75,533 
75 504 100.00 50,400.00 8.78 110.189 218,629 
100 36 213.00 7,668.00 1.34 16.817 467,139 
計 I 175,4641 I 574,004.881 100.00 I 1，お5．ooo| 
（注）メーター設置件数は，計算期間を 3年とした場合 1,385戸X12X3で求められ
る。
忠実な計算方法である。まず表4によってケースAの場合における準備料金
への固定費の配賦をみてみよう。固定費の口径別配賦は理論流量比による。
この場合は 13mm口径では準備料金は1件の月額が 2,187円である。 とこ
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ろで計算期間における有収水量はさきに前提したように 600万m3と仮定さ
れているので，従量料金 lm3当り単価はつぎのようである。
百万円 百万m3
128 + 6 = 21円33銭
変動費有収水量
ここから 13mm口径の場合の料金は月 10m3につき基本料金 2,,187円＋
超過料金 21.33円X10=2,400円ということになる。
＜ヶースB>
つぎにこれと比較するために固定費の全額を準備料金にあてることをやめ
固定費の一部分だけを準備料金にあて，残りの固定費を従量料金に組み入れ
た場合をケースBとしてその計算を示そう。従量料金に固定費をふくめるこ
とはいわゆるメークー料金の発想である。すなわちケースBはケースAを相
対的にメークー料金に近づけた場合どのようなことが起るかを示している。
比較しやすくするため，ここでも固定費の口径別配賦は理論流量比による。
百万円 百万円
この場合準備料金にあてるべき固定費の部分は1,255X(1-0.82) =225であ
固定費・ 負荷率
ると仮定する。ところでここに言う固定費x(1一負荷率）とは，負荷率が平
均配水量／最大配水量であるところから，固定費X（最大配水量一平均配水量）最大配水量
を意味している。（最大配水量一平均配水量）はピーク・ロード（尖頭負荷）
を示すので，これはピーク・ロード時のために必要な固定費のことである。
この部分についてはたとえ使用水量ゼロの需要者に対してもこの者のピーク
・ロード時における使用可能性に対しあらかじめ水道事業者は設備しておく
必要があるので，この分をすべての需要者から準備料金として徴収するとい
う考え方からこのような計算をするわけである。そこでケースBの場合にお
ける準備料金への固定費の配賦をみてみよう。ただケースBでも表4（ケー
スA)のメークー設置件数，理論流量比，固定費の口径別配賦率の数字は変
らないので，これらを反復して記載することは省略し，表5によってケース
Bの場合を示す。この場合は 13mm口径では準備料金は1件の月額が392円
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である。さらにさきの前提に 表5 準備料金への固定費の配賦（ケースB)
よって従量料金にあてるべき
原価（固定費の一部と変動費）
百万円 百万円 百万円
iま1,383- 225 = 1,158 
料金原価準備料金に
あてた原価
となる。したがって従量料金
百万円 百万m3
lm嘩り単価は 1,158+6 = 
円
193である。そこで 13mm
口径の場合の料金は月 10m3
につき基本料金 392円＋超過
＼ 固定費の配賦
総 額| 1件の月額
mm 百万円 円
13 19.553 392 
20 131.265 1,215 
25 33.300 2,187 
40 7.875 7,543 
50 10.237 13,541 
75 19.755 39,196 
100 3.015 83,750 
計 | 225.000 | 
料金 193円X10=2,322円となる。ケースAの場合は月 10m3につき2,400円
であるので，これと比べるとケースBの場合が安い。
（要約〕変動費に加えて固定費の一部を従量料金に入れれば入れるほど，
つまりメークー料金に近づけば近づくほど，小口需要者にとって水道料金は
より「低廉」になる。逆に二部料金らしく固定費を準備料金にまわせばまわ
すほど，小口需要者には不利になる。
＜ヶースc>
百万円
いま準備料金にあてる固定費の部分はケースBと同じく 1,255X (1-0.82) 
百万円
固定費 負荷率
=225と仮定するが，その口径別配賦はケースBのように理論流量比ではな
く，補正流量比をとることにする。口径の大小の比は理論流量比が最も大き
く，補正流量比はそれよりもかなり小さく，断面積比は補正流量比よりもや
や小さい。この比が大きいほど大口需要者が不利であり，この比が小さいほ
ど大口径の大口需要者が有利であることは言うまでもない。そこで表6によ
ってケース Cにおける準備料金への固定費の配賦のしかたをみてみよう。こ
こでも従量料金 1血当り単価は193円であるので， 13mm口径で月 10m3に
つき料金は基本料金:483円＋超過料金193円Xl0=2,413円となる。このよう
に理論流量比をとったケースBと補正流量比をとったケースCを比べると，
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表6 準備料金への固定費の配賦（ケースC)
こ径
メー クー
流補量(b)比正
ロ径別配賦率 固定費の配賦
設置(a件)数 (a) X (b) I左の配分比 総 額 |1件の月額
mm 件 ％ 百万円 円
13 49,860 1.0 49,860 10.70 24.075 483 
20 108,036 2.7 291,697.2 62.59 140.828 1,304 
25 15,228 4.4 67.003.2 14.38 32.355 2,125 
40 1,044 13.5 14,094 3.02 6.795 6,509 
50 756 20.0 15,120 3.24 7.290 9,643 
75 504 50.0 25,200 5.41 12.170 24,151 
100 36 85.0 3,060 i 0.66 1.485 41,250 
計 I 175,4641 I 466,034.4 I 100.00 1 22s.ooo I 
月10m3についてケースBは2,322円であり，ケース Cの場合は2,413円であ
る。
（要約〕計算上ケースCのように補正流量比をつかう場合はケースA, ヶ
スーBのように理論流量比をつかう場合よりも小口需要者に不利であり，逆
に大口需要者に有利であることは歴然としている。もちろん断面積比をつか
えば，より一層小口需要者に不利であり，大口需要者に有利である。
さてこのケースB, ケース Cのような二部料金の修正，つまり前者は固定
費の一部の従量料金への組み入れ，後者は補正流量比（あるいは断面積比）
の採用を特徴としているが，このような修正ないし改造は非常に一般化して
いる。前者の場合その分だけメークー料金の弱点がもち込まれることを意味
し，後者の場合それだけ原価主義的な色彩があいまいになるのであるが，そ
れにもかかわらずこうした修正は不可欠とみられている。こうしてみるとニ
部料金は理論に忠実であろうとすればするほど， 「公共の福祉」との亀裂が
ひどくなるか，大口需要者をつなぎとめえなくなるかいずれかであり，いわ
ば理論をまげないでは実用に供しえない料金理論であると言って過言ではな
い。したがって二部料金を無批判に盲信するのはよくないと言える。
ここで二部料金の短所を要約するとつぎの 3点になる。①小口需要者の負
担が重くなることはいなめない。③個別原価主義は機械的に最大需要の比に
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よって固定費を分担する考え方であるが，このような方式はほとんど負荷率
改善のインセンティブにはならない。⑧この点と関連するが，二部料金は本
来準備料金のウエイトが大きいので，定額料金と同じ理由から節水意欲が働
きにくい。すなわち理論に忠実に計算すればするほど，節水効果の生じる余
地（つまり従量料金部分）は小さくなり，料金の機能が十分生かされない。
したがってさきに指摘した二部料金の長所にもかかわらず，安全な水の供給
と並ぶ水道料金の今日的な課題，つまり遠い水＝高い水への依存から脱却す
るための省資源型の合理的な料金制度の構築という課題，を料金設定上考慮
にいれねばならぬ限り，二部料金の是非についての再検討がいまこそ必要で
あることを銘記する必要がある。
Il 水道法における「低廉」について
1 謁係諸法規におけるあいまいな事業の性格規定
水道料金のあり方を考える場合，水道事業の性格規定，つまり水道事業の
公共性を軽視してはならない。たとえば公益事業と収益事業とでは料金のあ
り方にちがいがあって当然である。ところが関係諸法規ではこの点が不明確
である。地方公営企業法，地方自治法，地方財政法といった関連諸法規，た
とえば地方財政法施行令第12条（公営企業）においてあげられている水道事
業，工業用水道事業等の諸事業の性格，さらにそれらのちがいについては，
各種法規はほとんど無視している。それらには具体的な業種が列挙されてい
るだけである。ただ地方公営企業法第3条に地方公営企業に関して「その本
来の目的である公共の福祉を増進する」という文言があり，また，地方自治
法第2条⑧の3にあげられた「上水道その他の給水事業」等のいくつかの事
業が同法同条Rの「公共事務」に該当すると考えられている。これらにおい
てわずかに事業の性格に類する表硯がみられる。しかし「公共の福祉」，「公
共事務」の概念内容は明らかではなく解釈上かなりの幅がある。これは地方
公営企業法の問題点の一つである。ここから「公共の福祉」を目的として地
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方公営企業法には各種公益事業と工業用水道事業という事業の性格が異なる
事業が並べられ，同じ料金決定原則を与えられている。これは経営的に混乱
のもとである。
このような状況になっているのは地方公営企業を‘‘企業”として一括把握
し，公共性のなかみを問題にする視点が地方公営企業法にないところに起因
している。同法の審議過程において，長野政府委員は，地方公営企業法の目
的は，公共性，公益性を強調するためというよりは，能率の発揮，効率性を
(3) 
高めることであると答弁しているところからもこのことは明らかである。効
率性を高めることは必要ではあるが，公共性のなかみ，つまり事業の任務の
ちがいが一方では事業の企業形態に反映されるとともに，他方では公共性と
能率性の結びつき方，料金決定原則を決めると考えるべきである。不明確な
「公共の福祉」の理解から，水道事業の明確な料金政策がでてくるとは思え
ない。そこで個別事業法でこの「公共の福祉」概念の具体化がみられること
の意義は大きい。
2 水道事業の事業的性格＿「公共の福祉」概念の具体化ー一
(1) 清浄・豊富ということ一一水道事業における公共性の使用価値的側面
わが国では水道法第1条に「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り，もっ
て公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする」と書か
れてあるが， 清浄と豊富は飲み水 (potablewater)の使用価値的性質のそ
れぞれ質的，量的側面を示し，低廉は飲み水の価値的性質を示している。
まず「清浄」に関連して問題点を考えてみよう。最近河川の汚染が改善さ
れるどころかむしろ悪化しており， トリハロメタンや臭い水の問題がマスコ
ミをにぎわしている。水質問題の解決にはかねがかかり，拙速だけではかた
(3) 自治省「地方公営企業制度調査会資料」地方財務協会， 1965年， 408ペー ジ。
長野政府委員は，地方公営企業法の目的は，公共性，公益性を強調するためとい
うよりは，能率の発揮，効率性を高めることであると答弁している。
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がつかない。この問題は決して軽視できない。しかしあまり一面的にこの問
題を優先するのも適切ではない。水道水は飲み水ばかりでなく水洗便所，風
呂，洗濯などの多くの使途があり，ずぺての使途に高度処理した水が必要と
いうわけではない。 また， 365日わるい水道水が給水されているわけでもな
い。いわゆる高度社会とはぜいたくな社会のことを言うのかもしれないが，
水道事業についてはそうした社会の要求を無視はできないにしても，合理的
で良識的な判断が必要である。
つぎに「豊富」という点についてはどうか？いまは水余りの時代であり，
水不足は過去のものになったのでないかというような印象があることはいな
めない。オイル・ショック以来の低成長経済のもとで確かに水の使用は減っ
ている。しかし1964年の東京オリンピックの年には東京， 67年には長崎， 73
年には松江，高松， 78年には大騒ぎになった福岡の水不足， 81年には沖縄，
85年には近畿地方，ことに淡路島の洲本が水不足に見舞われた。洲本の場合
には和歌山市から船舶によって浄水が送られた。これは異常気象のせいであ
ると言われているが，どこに原因があるのだろうか？異常気象とは，過去30
年間と比較して異常であるという意味であるが，新聞の解説によれば1985年
の潟水はメキシコのエルゾン火山が1982年12月に爆発しその影響でわが国で
も約20％程度の日照が減ったからであるという説がある。また， 1983年にエ
ルニーニョ現象が起り，チリの西方の海域で海水が暖くなり，それが容易に
冷えないからであるという説もある。後者の原因はわかっていないが，貿易．
風が東から西へ吹いており，その風になんらかの異変が起ったとも言われて
いる。異変が起るのは北極にある寒い空気の固まりが流れだし，混乱させて
いるのではないかという説がある。しかしとにかく原因は定かではないにし
ても，これは現代文明の後遣症と言えるかもしれない。異常気象が今後起き
ないという保証はないのである。したがって単純に降雨があれば解決すると
いった感覚や対応のしかたでは済まないと言える。異常気象と相次ぐ水不足
の結ぴつきの背後には，長：い目でみればやはり水資源への相対的な投資不
足，ことに経済社会の発達に対応した飲み水の確保不足といった状況が地域
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的にはあることを隠めざるをえないのではないだろうか？使用水量の減退に
もかかわらず，水不足の心配が絶えないという矛盾した状況をかかえて，ぃ
まは水道当局が水の確保について現実的な判断を迫られるとともに，省資源
的な料金制度を工夫すべきむずかしい時代である。
(2) 低廉ということ一~水道事業における公共性の価値的側面―
全水道上下水道政策プロゼクト『全水道上下水道政策草案（そのI)』1988
年3月によると，その執筆者は水道法第1条についての改正意見を提起して
つぎのように書いている。
“第1条の目的の中の「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り」の条文
の，「豊富低廉」を除き，「清浄にして」を「清浄にして美味」と変え，全
体として「清浄にして美味な水の供給を図り」とする。
水道事業は，地方公営企業法の適用を受ける地方公営企業であり（簡易
水道を除く）， 同法は， 第21条で「料金は，公正妥当なものでなければな
らず，かつ，能率的な経営の下における適正な原価を基礎と」すると定め
ており， あえて水道法第1条で， 「低廉」を言う必要はないし，この意味
も不明確なので，削除した方がいいと考える。”(72ペー ジ）
“水道法の「豊富」の規定は，今後の水道企業体が取り組むべき節水と
いう課題に反するので，削除を提案する。”(73ペー ジ）
このような提案は，全水道が従来からおこなってきた主張からすれば，か
なり大幅な態度変更につらなる見解であるので，それが組織外の執筆者によ
るものであろうとも，今後論議を呼ぶものと思われる。確かに指摘されてい
るように「低廉」の語意はあいまいにしても，水道法第1条でそれがうたわ
れているところからわかるように，これは事業の基本的性格，すなわち経営
原則を示していると解釈するのが妥当ではないだろうか？地方公営企業第3
条（経営の基本原則）には「地方公営企業は，常に企業の経済性を発揮する
とともに，その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されなけ
ればならない」と書かれており，ここにおける表現は内容的に少なからずあ
いまいではあるが，ここには明らかに事業の性格規定がうたわれている。こ
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れに対応するものが水道法では「低廉」である。地方公営企業法と水道法は
決してばらばらの法律ではない。「低廉」は「公共の福祉」の水道法という
個別事業法における具休化であり，事業目的の重要なー契機である。地方公
営企業法第3条では「公共の福祉」を目的にして「経済性」の発揮が期待さ
れており，この経済性との調和をうけて同法第17条の二では「経費の負担の
原則」が規定され，それに基づいて第21条の「適正な原価」が規定されると
いう構成になっているのであり，水道法では第14条4の「適正な原価」がこ
れと符号している。このように「適正な原価」というかたちで経済性の発揮
が「公共の福祉」， 水道法では「低廉」という公共性の価値的側面と矛盾し
ないこと，両者が調和することが法律上望まれているのである。こうした現
行法の趣旨からすれば，水道法第1条から「低廉」という事業の性格規定を
抹消することは，単に水環境の変化に対応するという以上に，水道法の基本
的性格の変更を意味すると言わねばならない。
水道法では水道の使用価値的側面と並んで価値的側面も，地方公営企業と
いう固有の政策手段の機能を前提に，ともに充足されることが期待されてお
り，地方公営企業法や水道法で規定する事業のこの基本的性格を変えること
を意図しないのであれば，水道法第1条から「低廉」を抹消してはならない
のは言うまでもない。また，かりにも「低廉」を抹消することによって事業
の基本的性格，すなわち「公共の福祉」という理念を変えることが意図され
る場合には，わたしたちはこのような動きを許してはならない。なぜならば
「公共の福祉」の増進とは広義の社会政策にほかならないからである。最近
わが国は豊かな社会になったと言われる。しかしそれはいわば平掏のことで
ある。成長には必ず速い者と遅い者ができる。欽み水問題はこの遅い者に合
わせて解決する必要がある。これは公衆衛生の宿命である。したがって経営
的安定をある程度二の次にしてでも，生活必需的な水を低廉に抑える料金の
決め方を選択し，無駄になるかもしれないがありうべき何十年に一度の水不
足に対処するために，水資源の手当てをこの水の売れない時期に考えねばな
らないのであって，このためにこそ水道の公営があるのである。
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確かに新しい料金制度の開発は必要である。しかしそれは二部料金が示す
方向ではない。なぜならば既述のように二部料金では「低廉」よりも経営的
安定，つまり「経済性」の確保が料金設定基準として優先されているだけで
なく，水道事業の今日的課題の重要な一つである水資源の有効利用（つまり
節水）の視点が弱いからである。そこで二部料金ではなく，すでにしばしば
(4) 
指摘したように，メーター料金を基礎にしたピーク・ロード・プライングを
目指すのが妥当である。これがわたしの現在の立場である。このような料金
制度は「公共の福祉」という水道事業の基本的性格をふまえると同時に，料
金設定基準として水資源の有効利用に対し重要な位置づけを与えている点で
特徴的である。そこでこの点との関連において，最近の水道料金の文献では
どのような料金設定基準がとりあげられているかを最後にみてみたい。
m 料金設定基準について
OECD環境委員会は， 加盟諸国の水資源を経済的に， また，環境上も効
率的に利用するために，水の価格についての調査研究をおこなったが，その
結果が OECD,Pricing of Water Services, 1987（以下 OECD文献と略
称する）のかたちで公刊されている。さてここでは水（上下水道，かんがい
(5) 
用水など）の価格設定基準として，つぎの諸点があげられている。
1.資源配分の効率 (allocativeefficiency), 2.衡平 (equity),3.財政
上の必要 (financialrequirments), 4.公衆衛生， 5．環境上の効率，
6.利用者による受け入れと理解， 7.一般管理費， 8．エネルギー， 9.雇
用。
OECD文献はこれらのうちエネルギーと雇用への配態が必要なことを認
めているが， 初めの7項目， ことに最初の3項目， すなわち資源配分の効
(4) 拙著「日本の水道事業」東洋経済新報社， 1981年第8章水道料金のあり方，拙
稿「水道事業の料金政策への視点」「都市問題研究」第38巻第7号， 1986年7月
参照。
(5) OECD, Pricing of Water Services, 1987, pp. 23-34. 
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率，衡平およぴ財政土の必要を集中的にとりあげている。これらの3点に入
るまえに， 公衆衛生以下の諸項目に若干触れておきたい。「公衆衛生」につ
いてはつぎのような趣旨がのべられている。すなわち，水道料金があまりに
高ければ利用されない。また，あまりに安ければ需要がふえて対応しきれな
い。いずれの場合においても公衆衛生上の問題が生じる。ついで，「環境上
の効率」については，水道料金は自然環境の良識的な利用を促進し，水道利
用の社会的費用を反映するものでなければならないこと，たとえば地下水の
汲み上げの場合地下水位の低下をとり戻すための費用によって地下水の枯潟
の程度が金銭的に評価されることが指摘されている。「利用者による受け入
れと理解」については説明の必要はなかろう。「一般管理費」については，
その最小化を基準とすべきであるが，一般に資源配分の効率の追求はより正
確な需要予測が必要であって，このことはその代りより高い一般管理費をも
(6) 
たらすことになるという点もあわせて指摘されている。
さて OECD文献では「資源配分の効率」以下の3項目は，水需要管理や
料金政策の形成にあたって，料金設定基準として最も重要視されているが，
そのうちまず「資源配分の効率」についてはつぎのようにのべられている。
これは総便益が最大になるように水道が用意されるべきことを意味してお
り，理論上は水量•水質の双方についてこのことが言える。このような料金
理論は限界費用価格形成 (marginalcost pricing)である。 しかしそれが
(7) 
実用に供しうるかどうかは，率直に言って問題であるとものべられている。
「衡平」についてはつぎのようにのべられている。これには2つの内容が
ある。第一は“所得再分配”の意味である。それは最もしばしば発展途上国
での料金政策の目的としてあげられており，水についての政策料金，あるい
は社会福祉料金 (socialpricing)を生みだしている。家事用の水道は人間
ニード
の基本的な要求であり，何人も所得上の考慮からその恩恵を妨げられないよ
うに，低廉な，したがって恐らく補助金でささえられた価格でもって供給さ
(6) Ibid., pp. 30-32. 
(7) Ibid., pp. 23-26. 
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れるべきであるといった主張が時々なされる。 これに対して先進国では，
福祉は社会保障や租税制度でまかなわるぺきであって， 内部補助 (cross-
subsidisation)によるべきではないという逆の見解が支持されている。 し
かしそれにもかかわらず日本ばかりでなく多くの国では，水道料金制度のな
かに所得再分配が組み込まれている。社会事業 (socialservice)型の水道
事業に対する選好，‘‘欽み水についての権利”や公衆衛生の領域で生じる外
部利益 (externalbenefits)の強調， これらが衡平の第一の意味， いわゆ
る広義の衡平と呼ばれるものである。この“所得再分配”の部分の要旨は以
上のようになっている。
ところでこうした衡平の意味のつかみ方に対して， 他方では水道事業を
“企業”あるいは“公共企業”(businessor public corporation)とみるア
しやし
プローチがある。ここでは産業の営利的生産活動のための給水，奢修的家事
用の氷利用が強調される。 9 このアプローチでは，所得再分配が水道事業の責
任の軽視あるいは無視であるという見解を生んでいる。しかもこの“狭義の
衡平”の観念は「パリティ」 (parity)と「均等」 (equalisation)という 2つ
の意味をもつとされる。ちなみにこの両者とも所得再分配におけるような利
用者間の不平等な取扱ではなく，平等な取扱が特徴であるとわたしは思う。
この文献の記述によれば前者，パリティの概念は，たとえば水道事業の場合
住居用，業務用，工場用，防火用，市外給水用といった異なる用途に同一の
乎均単価 (averageunit cost)を適用することを意味している。言い換え
れば異なる用途に対して施設単位あたり収入が各用途間において等しいこと
がパリティの意味である。思うに，この概念はコスト面で各用途が平等に，
あるいは同等な条件で取扱われていることを示している。
若千補足すれば，さきにあげた二部料金の場合の‘‘個別原価主義”の説
明，つまり流量比による固定費の口径別配賦のしかた（表4参照）を想起
されたい。 パリティということばは通常「比価」， つまり他のものと比べ
ての価格，という訳が与えられている。ここではこれは適当ではないが，
パリティということばのニュアンスは伝えている。しかしこの際あえて原
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語をそのまま使うことにした。
これに対して， 後者，「均等」の概念は， 郵便で書簡を出す場合国内のど
こへ出しても均一料金であるように，たとえば市内給水と市外給水とでは供
給コストが実際には異っていても，水道のサービス面では同じであるので，
均一従量料金を課すといった場合にみられる平等性をさす。この「均等」と
いう概念に対しては一つは原価主義の立場から，一つは便益の享受と費用の
負担が分離しているという理由から批判がある。この批判は衡平が効率を犠
牲にするという立場である。以上が「衡乎」の概念についての OECD文献
(8) 
の記述のボイントである。
最後に「財政上の必要」の内容についての記述を簡単にのべると，これは
負担すべき費用のなかみのことであり，維持管理費・支払利息・一定の自己
金融 (self-financing)をふくんでいる。 この文献は独立採算制を料金設定
(9) 
基準の重要な一つとみなしているようである。
さらにこの料金設定基準を論じた箇所の結びとして，この文献では，①効
率の促進と衡平が両立する料金制度を工夫する必要があること，③水道事業
の場合水不足，メーター設置ができないところでは，非価格的な資源配分の
手段が価格メカニズムを補充，抑制ないし代替するために必要になる場合が
(10) 
あることが指摘されている。
最後にこの OECD文献の結論はつぎのようなまとめになっている。理論
的には水道事業は，その供給によって全体として社会の便益を最大にするよ
うに，経済的にも環境的にも効率的に供給されるべきであり，このためには
論理的には限界費用価格形成が役立つこと， また，①公正 (fairness)-
さまざまの利用者間，階層間，個々の利用者間での一―,R独立採算制とい
う2点が最も重要であること，さらに⑧一般利用者に受け入れられるべきこ
と， 公衆衛生上問題のないこと， 一般管理費の最小化がはかられるべきこ
(8) Ibid., pp. 26-28. 
(9) Ibid., pp. 28-30. 
(10) Ibid., p. 34. 
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と，これらの点がその結論である。しかもここでは一つの但書として，前述
の⑧は資源配分上の効率を最大にするためのありうべき料金構造の複雑化に
プレーキを加えることになるが，しかし効率規準に基づくさまざまの料金構
(11) 
造の構築を不可能にするわけではない，このようにのべられている。
さらに引き続き上下水道事業等の現状がまとめられている。 (1)定額料金の
非効率性， （2）平均費用価格形成 (averagecost pricing)の種々の形の普
及，しかもしばしばこれは二部料金に組み込まれていること，（3）ますます多
くの国で逓増料金 (increasing-blocktariffs)が人気をえつつあること，
(4)従量料金 (volumetriccharging)の目的， 決定要素がどうであれ，この
種の利用者負担料金 (user-paystariff)が定額料金よりもすぐれているこ
とは明らかであること，（5）補助金の一般的減退は明白であること，これらの
(12) 
諸点がそのボイントである。
ところでこの(4)の“利用者負担料金”ということばは若干説明を要する。
ここでは便宜上いままでみてきた OECD文献のこれに触れた箇所を翻訳紹
(13) 
介する。
“利用者負担原則
このレポートの結論は，同時に加盤諸国の歴史的，社会的背景を認めな
がらも，利用者負担原則の一般的適用可能性を立証している。利用者負担
原則の本質的要素は，利用者にサービスあるいは天然資源の効率的利用に
対する刺戟を与えることである。サービスの利用者は一般にサービス提供
にかかわるフル・コストを支払うが，これらのコストは量・質をベースに
した料金制度で利用者に割りふられる。このことは，汚染者が社会に与え
たコストを自分が支払うところの衆知の「汚染者負担の原則」に類似して
おり，また，事実それをふくんでいる。利用者負担原則のもとでは，納税
者による補助金や水道サービスの利用者間での内部補助は，特別の「社会
(11) Ibid., p. 127. 
(12) Ibid., pp.127-128. 
(13) Ibid., p.16. 
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的」理由がその維持に関して存在しない限り，廃止されるだろう。理論的
には，限界費用価格形成がこの利用者負担原則のもとで適用されるべきで
ある。しかも段階的導入の時期においては，しかもすでにみたように，別
の理由が限界費用価格形成の完全な実施を多分制約するであろう。”
結局 OECD文献の調査研究の結論は， わたしのみるところ，つぎの点で
あろう。資源配分上の効率，つまり具体的には節水が，理論的にも料金のあ
り方を左右すべきであり，料金の現状もその方向にある，しかも他方衡乎の
あり方もこれと両立することが求められているが，現実には独立採算制の強
調のもとで，衡乎の‘‘福祉”的側面がほとんど無視されている。この文献に
おける資源配分の効率の強調の側面は料金設定基準として大いに評価される
べきであるが， この独立採算制の強調， ‘‘福祉”的側面の無視は水道事業の
場合受け入れがたい。
N 結び＝水道料金への視点
まえに OECD文献では，衡平の概念は発展途上国では‘‘所得再分配”の
意味に把握されているが，先進国では実際の政策としてはともかく，観念的
には福祉は社会保障や租税制度でまかなわれるべきであって，内部補助によ
るべきではないという逆の見解が支持されている，このような指摘があるこ
とを紹介した。しかしこの衡平のつかみ方のちがいは，この文献が考えるよ
うに，発展途上国，先進国といった尺度からではなく，独占から競争へと逆
進しつつあるかにみえる硯代の経済社会の変化の表現と考えるべきである。
独占的条件のある間は‘‘所得再分配”によって「公共の福祉」を守ることが
できる。しかし競争的条件がつよくなってくると，水道事業でもいや応なし
に効率化が求められる。すなわち水資源の効率的配分，その合理的利用が価
格メカニズムを通じて追求されるようになってくる。 この結果やがて水道
料金制度から“福祉”が退場し， その代り OECD文献が示唆しているよう
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(14) 
に，資源配分の効率と両立するような「衡平」のあり方が登場する。衡平は
「公共の福祉」の別名であると思うが， 競争条件のもとでは， ‘‘福祉”への
配慮が必要であるということになれば，それは前述のように論理としては社
会保障と租税制度の責任になってくるべきはずである。
ところがこのような論理は別として，硯代では国家や地方自治体の財政危
機を背景に，飲み水を供給する水道事業のような社会的に弱い部分への公費
導入はきわめて制約されている。したがって条件がある限り公的独占を守り
つつこれを基礎にして，①できるだけ料金制度のわく内で「公共の福祉」を
守ることのできる＜しみを考えること一ーもちろん公費導入の必要性とその
ための努力の必要を軽視するわけではないが一ー，③この料金制度をより合
理的なものにすることによって，水資源の効率的利用をはかり，水道事業が
辿ってきた遠い水＝高い水の論理の進行を遅せることが必要である。これは
水道事業の「公共の福祉」的性格を維持するための基本である。こうした方
向は既述のメークー制を基礎にしたピーク・ロード・プライシングであると
思うが， OECD文献のまとめた硯実の動きには資源配分の効率はあっても，
“福祉’'は消えている。しかし競争にさらされている先進国でこそ，衡平の
概念は“福祉”を失ってはならないのであり，具体的には独占的条件では所
得再分配，競争的条件では公費導入によって， 「公共の福祉」を守っていく
べきである。｀水道事業のような生活必需的な財を供給する公益事業では弱肉
強食的な側面に対する社会政策が，いつの時代にも，また，どこでも不可欠
である。ここに公営の明確な根拠があるのである。もし OECD文献が指摘
した硯実の動きのように，独立採算制を強調し“福祉”的側面への配慮を欠
くならば，社会はいわば“分裂した社会”への道を直進することになろう。
終りに価格メカニズムによってすべてが解決できるわけではないことに留
意すべきである。一例をあげよう。最近地下水の汚染が注目されている。こ
のような状況ではとくに，地下水の保全と利用規制を問題意識として一貰し
てもち続けることが必要である。この姿勢が料金制度の改善と平行してでて
(14) Ibid., p. 34. 
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こない限り，価格メカニズムに頼るだけでは水道事業の任務は守れない。硯
代社会は豊かな社会である。しかし逆に“寛容な社会”ではなくなりつつあ
る。このなかで水道事業のような社会基盤的な産業分野での事業のあり方，
これに対する政策のあり方を模索するにあたって，単に効率だけでなく，こ
うした事業が目立たない事業であるだけ，細かい社会的配慮が欠かせないこ
とを知っておく必要がある。
